
添付書類
（変更後のもの）

1 法人 商号又は名称 ○ ○ ○ 履歴事項全部証明書（写し可） 申請日前３か月以内のもの

○ 建設業許可の変更届の写し
行政庁の収受印があるもの※
１

○
登録行政庁に提出した変更届の写
し

設計調査測量の登録がある
場合※２

（土木施設維持管理はなし）

○ ○ ○ 履歴事項全部証明書（写し可） 申請日前３か月以内のもの

○ 建設業許可の変更届の写し
行政庁の収受印があるもの※
１

○
登録行政庁に提出した変更届の写
し

設計調査測量の登録がある
場合※２

○ 建設業許可の変更届の写し
行政庁の収受印があるもの※
１

○
登録行政庁に提出した変更届の写
し

設計調査測量の登録がある
場合※２

△ ○

「申告所得税及復興特別所得税」
及び「消費税及地方消費税」の納
税証明書（その３の２）（写し
可）

申請日前３か月以内のもの
設計調査測量は登録がない
場合

3 法人
本店（主たる営業
所）の所在地

4 個人
本店（主たる営業
所）の所在地

2 個人 商号又は名称

提出方法

「送付票」と「添付書類（共通書類と自治体別書類）」をファイル添付システムで提出してください。

システムを利用する変更一覧表

項
番

区分 変更事項
建設
工事

設計
調査
測量

土木
施設
維持
管理

摘要

② システムを利用する変更一覧表の添付書類（下記表に該当する書類をご提出ください）

システムを利用する変更事項及び共通書類一覧

下記の「システムを利用する変更一覧表」の項目に変更が生じた場合は、速やかに「競争入札
参加資格申請受付システム」で変更申請を提出し、ファイル添付システムで必要な書類を提出
してください。

共通書類

共通書類は、次の①及び②です。

① ＰＤＦで保存した「送付票」（必須）
　※　システムでの入力が完了した後に表示される「送付票印刷」の画面をＰＤＦで保存したもので
す。
　※　必ず「申請区分」＝「変更」
　　　かつ
　　 「申請（届出等）年月日」＝「データ送信日」となっていることを確認してください。



添付書類
（変更後のもの）

5

本店 （主たる営業
所） の電話番号、
ファクシミリ番号、
電子メールアドレス

なし

○ ○ ○ 履歴事項全部証明書（写し可） 申請日前３か月以内のもの

○ 建設業許可の変更届の写し
行政庁の収受印があるもの※
１

7 法人
代表者の役職名又は
氏名（改姓、改名
等）

○ ○ ○ 履歴事項全部証明書（写し可） 申請日前３か月以内のもの

○ ○ ○
戸籍個人事項証明書（戸籍抄本）
（写し可）

申請日前３か月以内のもの

△ 又は　建設業許可の変更届の写し
行政庁の収受印があるもの※
１

△
又は 登録行政庁に提出した変更
届の写し

設計調査測量の登録がある
場合※２

○ ○ ○ 委任状【様式Ｅ－５】

○ 建設業許可の変更届の写し
行政庁の収受印があるもの※
１

○ ○ ○ 委任状【様式Ｅ－５】

○ 建設業許可の変更届の写し
行政庁の収受印があるもの※
１

○
登録行政庁に提出した変更届の写
し

設計調査測量の登録がある
場合※２

○ ○ ○ 委任状【様式Ｅ－５】

○ 建設業許可の変更届の写し
行政庁の収受印があるもの※
１

○
登録行政庁に提出した変更届の写
し

設計調査測量の登録がある
場合※２

12

代理人を置く営業所
の電話番号、ファク
シミ リ番号、電子
メールアドレス

なし

13 代理人の役職名 ○ ○ ○ 委任状【様式Ｅ－５】

14
代理 人の氏名（改
姓、改名等）

○ ○ ○
戸籍個人事項証明書（戸籍抄本）
（写し可）

申請日前３か月以内のもの

なし15

申請事務担当者（部
課係名、氏名、電話
番号、ファクシミリ
番号、電子メールア
ドレス）

10
代理人を置く営業所
の名称

11
代理人を置く営業所
の所在地

8 個人
事業主の氏名（改
姓、改名等）

9 代理人

土木
施設
維持
管理

摘要

6 法人 代表者

項
番

区分 変更事項
建設
工事

設計
調査
測量



添付書類
（変更後のもの）

16

行政書士名、行政書
士連絡先電話番号、
行政書士連絡先ファ
クシミリ番号

○ ○ ○ 委任状【任意様式】

電話番号、ファクシミリ番
号のみ変更する場合は、連
絡先のわかるもの（委任状
不要）

17 建設業許可番号 ○ 許可通知書（証明書）の写し
許可換えの場合必要
更新の場合は不要

18 監理技術者数 ○
監理技術者の状況
【様式Ｅ－１０】

0人から増えた場合のみ必
要
単に人数が変更になっただ
けの場合は不要

次に該当するものの写し

・新規又は更新の登録通知書
（証明書）
・登録の取消・削除の通知書
・更新されなかった旨を記載し
た書面

○ ○ ○ 委任状【様式Ｅ－５】
代理人を置いて申請する場
合

○
申請事業所の建設業許可情報が分
かる書類の写し

行政庁の収受印があるもの※
１※３

△
申請事業所の登録が分かる書類の
写し

測量業者・建築士事務所登
録の場合

行政庁の収受印があるもの※
２

※１

※２

※３

※４ 審査の過程で上表以外の書類が必要になった場合は、改めて書類提出をお願いすることがあります。

注意点

１事業者が複数の事業所を登録している場合は、登録している事業所ごとに変更申請及び添付書類を提出し
てください。

表に掲載された添付書類のほかに独自の書類を必要としている自治体があります。
自治体で独自に必要な書類については、「自治体別書類一覧」を参照してください。

20
契約権限の変更
（一括変更）

電子申請で収受印が押されない場合は、申請番号等が印字された書類をJCIPからダウンロードし、提
出してください。

申請・届出時に副本（及び返信用封筒）を用意し、行政庁の収受印付きの副本を取得してください。

申請事業所で測量業者・建築士事務所の登録がある場合は、申請事業所の変更内容がわかるもの。
（変更届を提出する場合は、登録行政庁の収受印があるもの。）

電子申請の場合は、電子申請したことが分かる画面をPDF化又は画像データ化したものを合わせて添
付してください。

地質調査・補償コンサルタント・建設コンサルタント・不動産鑑定業者・計量証明事業者・土地家屋
調査士の登録の場合は申請事業者の変更内容がわかるもの。（変更届を提出する場合は、登録行政庁
の収受印があるもの。）

建設業許可申請書（様式第1号）、営業所一覧表（別紙二）、建設業法施行令第３条に規定する使用
人の一覧表（様式第11号）、変更届出書（様式第22号の2）等、申請事業所の事業所名、住所、代表
者名、許可業種が分かる書類の写しを提出してください。

土木
施設
維持
管理

摘要

19
設計調査測量におけ
る登録の有無

○

測量業者・建築士事務所の
登録については、申請事業
所が登録されていることが
わかるものも併せて提出

項
番

区分 変更事項
建設
工事

設計
調査
測量


